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本日お話する項目
１ 南海トラフ地震とは
２ 南海トラフ巨大地震の被害想定
３ 南海トラフ巨大地震への防災対応

・国の取組
・県の取組
・市町村の取組

４ 南海トラフ地震臨時情報に対する検討状況
５ 地震に対する心構え
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南海トラフとは、駿河
湾～四国の南の海底に
ある水深4,000m級の深
い溝のこと

出典：内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」中間とりまとめ、平成23年12月27日に加筆

ウィキペディアによる
と、深さが6,000ｍより
浅いものをトラフとい
い、6,000ｍより深いも
のを海溝という。

南海トラフとは？



足
摺
岬

潮
岬

浜名湖

想定南海地震震源域 想定東南海地震震源域

想定東海地震震源域

南海地震 東海地震東南海地震

慶長地震

宝永地震

安政南海地震

昭和南海地震

東海・東南海・南海地震発生のおそれ

同時

同時

３２時間後

２年後

安政東海地震

昭和東南海地震

１６０５ ２ ３ ７．９

１７０７ １０ ２８ ８．６

１８５４ １２ ２３ ８．４

１８５４ １２ ２４ ８．４

１９４４ １２ ７ ７．９

１９４６ １２ ２１ ８．０

２０ＸＸ ＸＸ ＸＸ ？？

発生年 月 マグニチュード日

１０２年

１００～１５０年？

９０年

１４７年

１６４年経過

７２年経過

南海トラフ
での地震の
発生間隔
※ 概ねＭ８以上



震央分布図（1600年～ M≧6.0 深さ≦60ｋｍ）

Ｍ7.6前後の発生確率

○10年以内５％程度

○30年以内10％程度

Ｍ7.1前後の発生確率

○10年以内30～40％

○30年以内70～80％

（地震調査研究推進本部資料より）

地震活動経過図（規模別） 1885年～

200年に1回程度20年~27年に1回程度

Ｍ

日向灘地震の発生状況等



内閣府において、2011年8月
から「南海トラフの巨大地震
モデル検討会」を開き、南海
トラフにおける震度分布及び
津波の高さについて検討

出典：内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」中間とりまとめ、平成23年12月27日をもとに作成

東日本大震災を受け、あらゆる可能性を考慮し
た「最大クラスの巨大な地震・津波を想定」す
るため、科学的知見に基づき新たな震源を設定

新たな想定震源

南海トラフ
巨大地震

マグニ
チュード

9.0
（津波 9.1）

Ｍ９

南海トラフ巨大地震（震源域）



南海トラフでの地震発生確率

70％
～

80％

南海トラフ全域で、
M8～M9クラスの地震が
今後30年間に
起こる確率



しかし、巨大地震はいつ発生するかは分からない。
常に備えておく必要がある！

また、多様な発生形態であるため、事前の対応も考えておくべき！

（まとめ）南海トラフ巨大地震とは
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宮崎県沿岸（延長４００ｋｍ）全域にわたり津波
浸水の影響を受ける。
○津波高最大値（県最大値） ：１７ｍ
○津波高平均値（ 〃 ） ：１２ｍ
○津波到達時間（県最短値） ：１４分

津波浸水想定（県全体図）



宮 崎 市（市街地抜粋）

浸水深（m）



南海トラフ
（陸側ケース） 宮崎県独自

《震度７が想定される地域：６市７町》
宮崎市、延岡市、日南市、日向市、串間市、西都市
国富町、高鍋町、新富町、木城町、川南町、都農町、
門川町
《震度６強が想定される地域：３市３町１村》
都城市、小林市、えびの市、三股町、綾町、美郷町、西米良村
《震度６弱が想定される地域：４町２村》
高原町、高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町、諸塚村、椎葉村

（参考）最大震度別市町村

震度の最大値分布図（震度分布）



6弱

6強
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人的被害（死者数） 約３５，０００人
※うち９割(約31,000人)が津波による

〃 （負傷者数） 約２７，０００人

〃（要救助者数） 約２６，０００人

建物被害（全壊棟数） 約８９，０００棟

避難者（１週間後） 約４００，０００人

ライフライン被害（地震発生直後）

上水道（断水人口） 約１，０６０，０００人
電 力（停電件数） 約５４０，０００軒
通 信（固定電話不通回線数）約３４０，０００回線

被害想定のまとめ
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南海トラ具体計画の概要
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南海トラ具体計画（タイムライン）
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陸海統合地震津波火山観測網（ＭＯＷＬＡＳ）

N-netの設置
2023年度完成予定
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◎ 危機管理局の体制強化等
・危機管理統括監（部長級）の新設（H24.4）
・南海トラフ巨大地震対策班の新設（H25.4）
・県災害対策本部の編制見直し

◎ 県庁ＢＣＰ（業務継続計画）の推進

◎ 宮崎県大規模災害対策基金の設置
・避難場所確保対策、防災士養成等人づくり、

広域連携推進などのソフト対策
・H25年度に５億円造成し、H27年度に30億円に

積み増し

県庁内の体制の整備等
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防災庁舎（来年完成予定）イメージ図

◆耐震性・耐浸水性の確保
・免震構造の採用
・１階床面のかさ上げや、非常用発電機等の設備機器を上層階に設置

◆十分な災害応急対策活動の場の確保
・十分な活動スペース、防災広場の設置

◆災害発生時にも必要なライフラインの確保
・最大１４日間の連続運転が可能な非常用発電機、浄水設備等



◎ 他自治体等との協定
・全国知事会
・関西広域連合
・九州・山口９県

◎ 民間事業者等との協定
・１０５件の協定を締結（令和元年１０月末現在）

◎ 南海トラフ巨大地震対策九州ブロック協議会
・内閣府、九州内の国・県・民間の関係機関で構成
・本県が幹事県

◎ 宮崎県津波対策推進協議会
・知事・沿岸市町の首長で構成

広域連携体制の構築

災害時応援協定の締結

他機関との協力体制等



◎ 計画概要
国の具体計画に基づき国が行う
応援（人的・物的支援）を
円滑に受入れ、被災地へ迅速に
配分するための、県や市町村等の
役割等について定めた計画。

国の具体計画に基づく宮崎県実施計画の策定

◎ 後方支援拠点（広域応援部隊の集結・活動場所）
・県内１２箇所（１４施設）

◎ 広域物資輸送拠点（支援物資の集積場所）
・県内５箇所

◎ 航空搬送拠点（重症患者の被災地域外への搬送場所）
・県内４箇所

防災拠点の確保

受援体制の確保



本県の「後方支援拠点」

とは、被災地における救

命・救助・消火・医療救護

活動を迅速に行うとともに、

その後の復旧活動等を行う

ため、自衛隊、警察、消防、

ＤＭＡＴ等の部隊が参集し、

活動の拠点とする場所

【参考】後方支援拠点
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【参考】広域物資輸送拠点

No 施設名
1 都城トラック団地協同組合
2 高千穂家畜市場
3 九州西濃運輸㈱宮崎営業所
4 宮崎経済連椎茸流通センター
5 南郷くろしおドーム
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◎ 新たな総合防災訓練の実施（Ｈ２５年度～）
・最大クラスの地震・津波の想定で、災害対策本部の運営、
救助関係機関の連携、後方支援拠点の活用などを実施

・大規模災害に対する災害医療・広域搬送の訓練も実施

広域連携の実効性の確保、職員の質の向上





◎ 計画概要
・「南海トラフ巨大地震」や「えびの・小林地震」等に対する

県のソフト・ハード対策
・減災目標は、建物の耐震化を90％、

早期避難率（すぐに避難する人の割合）を70％に高めることにより、

人的被害を約３万５千人を８千６百人へ軽減、
さらに、避難場所の確保や避難訓練の実施等により、
限りなく被害をなくす。

◎ 計画の骨子
・県民防災力の向上
・住宅・建築物の耐震化、居住空間の安全確保
・外部空間における安全確保対策の充実
・津波対策の推進
・被災者の救助・救援対策
・県、市町村の防災体制の充実、広域連携体制の確立

新・宮崎県地震減災計画の策定



◎ 自主防災組織の育成・活動強化

◎ 防災士の養成の取組

◎ 出前講座

◎ 啓発イベントの実施

県民防災力の向上
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命を守る３つの行動（１）

耐震化・家具の固定
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命を守る３つの行動（２）

早期避難



備蓄（非常持出袋）一例

33

命を守る３つの行動（３）

備蓄
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◎ 指定緊急避難場所の指定
・１，２０７箇所指定 うち避難ビル： ６７１箇所

津波避難施設：２４箇所
その他 ： ５１２箇所

◎ 津波避難タワー等の整備
・宮崎市（６基）、延岡市（３基）、日南市（１基）、
日向市（１０基）、串間市（２基）、新富町（２基）
高鍋町（２基）で建設予定（うち２０基が完成）

H31.3末現在

津波避難対策関係（沿岸市町）



◎ 指定避難所の指定
・７１４箇所指定

◎ 避難経路の整備

◎ 津波ハザードマップ・津波避難計画の作成
・全ての沿岸市町村で作成済み

（H31.3末現在）

津波避難対策関係（沿岸市町）



ハザードマップ（宮崎市佐土原）



宮崎市佐土原の二ッ立津波避難タワー

平成２７年３月完成
面積：１００㎡
収容人数：２００名（各層１００名）
備蓄品収納型ベンチ（８基）、太陽光受電型照明（３基）
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南海トラフ地震の多様な発生形態を踏まえた新たな防災対応

防災対応をとるべき３ケース



①臨時情報が出された場合の対応体制・周知方法
②事前避難対象地域の設定（沿岸市町）
③土砂災害警戒区域、未耐震家屋居住者に対する
防災対応（市町村）

④避難者人数の把握（市町村）
⑤避難所の選定（市町村）
⑥避難所の運営（市町村）

県・市町村に求められる防災対応
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【参考】正常性バイアス

自分にとって都合の悪い情報を無視したり
過小評価したりしてしまう人の特性のこと。

【心理学用語】

自然災害や火事といった状況下にあっても、

「自分は大丈夫」
「今回は大丈夫」
「まだ大丈夫」
などと過小評価してしまい、逃げ遅れの原因
となる。



あなたと、あなたの周りの大切な人を守るのは、

正しい知識

日頃の備え

考え、実行する力

地震に対する心構え



ご清聴ありがとうございました！
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